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日本国憲法の平和主義を知ろう
何故我々は高市政権に反対するのか
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平 和 主 義（憲法前文2項） 積極的平和

「日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を

深く自覚するのであって、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われ
らの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷
従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めている国際社会において、
名誉ある地位をしめたいと思う。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と
欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。」（前文2
項）

１．構造的暴力のない世界を目指す積極的平和
憲法は、自国の平和のみならず、全世界の国民が恐怖と欠乏から免
れ平和のちに生存する権利があることを確認し、専制と隷従、圧迫
と偏狭、恐怖と欠乏などの構造的暴力が戦争の原因となることから
これらの構造的暴力を除去し、世界中の誰もが、戦争や暴力、飢餓
や貧困に怯えることのなく平和な社会で生存できるよう、日本政府
と日本の市民に対して、積極的な行動をとるよう求めている。
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２ 依拠するのは国家・軍事力ではなく、諸国民の公正と信義
憲法の安全保障の構想は、軍事力・軍事同盟による安全保障ではな
く、平和を愛する諸国民の公正と信義を信頼して行動し、これによ
り国際社会の信頼を得て、自らの安全と生存を維持するという構想
保持するのはわれら市民の安全と生存であり、国家の安全ではない
依拠するのは、平和を愛する市民との連帯。信頼して何もしないの
ではなく、世界中の市民と連帯し、反戦と平和のネットワークを作
って、構造的暴力をなくし、戦争をやめさせる、戦争を防止すると
いう実践的な行動原理（２１世紀の安全保障の道標）
３ 平和的生存権 人間の安全保障
平和の問題を、単なる理念や国家の政策の問題としていない。多数
決によって奪われない個人の基本的人権「平和的生存権」とする具
体的実践的なテーマ。「すべての基本的人権の基礎にあってその享有
を可能ならしめる基底的権利」（イラク訴訟名古屋高判2008年4月17日
）（⇔憲法12条「不断の努力）国家の安全から人間の安全保障へと
舵を切っている憲法の先進性。病気、飢餓、貧困、暴力、気候変動
、環境破壊、水、空気、食料危機など世界中の人間の生存を脅かす
脅威を克服することこそが、人類の喫緊の課題；人間の安全保障の
ために軍事力は有害無益なだけ
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憲法9条 徹底した非戦・非暴力平和主義

国連憲章第2条4項「すべての加盟国は、…武力による威嚇又は武力の
行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、慎
まなければならない。」（1945年6月26日採択同年10月24日発効）

憲法９条１項【戦争の放棄】

「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国
権の発動たる戦争と武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を
解決する手段として、永久に放棄する。」

憲法９条２項【戦力及び交戦権の否認】 徹底した非暴力平和主義

「前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持し
ない。国の交戦権はこれを認めない。」
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いかなる名目であっても戦争をしないが9条の神髄

〇アジア太平洋戦争の痛烈な反省と唯一の戦争被爆国としての苛烈な
体験に基づき、徹底した非暴力・非戦の平和主義を憲法で定めた。９
条は、核戦争が人類の破滅を招くと世界に向けて警鐘を鳴らすととも
に、とりわけアジアの人民に対する非戦の誓いでもある。
〇戦前戦中の国民の多くは、あの戦争を侵略戦争とは思っていなかっ
た。1941年12月8日天皇の宣戦詔書第4段は「自存自衛」のため米英に
宣戦布告。「自存自衛」が日本を破滅に導いた反省から「自衛」戦争
も含めいかなる名目であっても戦争はしない、そのために戦力は持た
ないとして軍事的オプションを徹底的に排除した（本来の9条の姿）。
〇どんな戦争も「正義」を語って行われる。戦争を始める者は、国民
を脅して騙して戦争を開始する。→「政府の行為によって、再び戦争
の惨禍が起こることのないようにすることを決意」二度と騙されない
決意（前文1項）



憲法が最高価値とするもの 「個人の尊重」原理（憲法13条）

個人の尊重・幸福追求権(憲法13条）

「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民
の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最
大の尊重を必要とする。」

〇個人の尊厳（尊重）の原理は、人はみな生きているだけでかけがえ
のない価値を持っていることを認めて尊重しようとする原理。
〇個人の尊厳（尊重）の原理は、他人を犠牲にして自分だけの利益を
追及することを許さない。自分と同様に他人もまた尊重されなければ
ならない。互いに尊重しあって共存する社会。一握りの人間ではなく、
一人ひとりが、みな幸せになる社会を憲法は指向する。
〇個人の尊厳（尊重）原理は、「国」や「社会」や「家」など、個人
を超えた価値のために個人を犠牲にする全体主義に反対する。
個人の尊厳(尊重）が憲法が最高価値とするところであり、国家は個
人の尊重（基本的人権の保障）のために存在する（立憲主義の基本）。
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①権力の横暴を許さず個人が尊重されるためには、独裁政治や全体
主義ではなく、国民自らが政治を決定する民主主義の政治（民主
制）が最もふさわしい。権力を信頼し、権力者（偉い人）にお任せ
して統治される人民に自由はない。自らが自らを統治する（主権者
である）ことが必要。（基本的人権保障と民主主義）

②戦争は、個人の尊厳を根底から踏みにじる究極の人権侵害。個人
を尊重していては戦争はできない。自由を認めては軍隊は成り立た
ない。平和でなければ自由はない。平和であってはじめて個人の人
権は保障される。平和的生存権は、すべての基本的人権の基礎に
あってその享有を可能ならしめる基底的権利。 9条の自由と人権の
下支え機能（平和と個人の尊重・基本的人権）

③政府の行為によって再び戦争の惨禍を起こさせないようにするの
は主権者の総意であり権利であり責任である（平和と民主主義）

人権と民主主義（国民主権）と平和の関係
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憲法は無意味ではない。憲法は正当性の根拠であり、私たちの行動
指標。憲法に違反する法律・政策・政権は正当性を持たない。私た
ちが政府に異議を述べ、今の政治を変えていく最も強力な（唯一
の）武器。その武器を、市民が自ら手放すことは自爆行為。
憲法第97条 「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類
の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、これらの権利は、
過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことので
きない永久の権利として信託されたものである。」
憲法は権力を縛り、我らの人権を保障する。だから権力者は、憲法
が邪魔。憲法の軛（くびき）から逃れて自由になりたいと考える。
権力者が独裁政権を確立するために、必ず民主的な憲法の改正に手
を付けている（ロシア然り、習近平然り）。

憲法は無意味ではない。9条は「お花畑」ではない。
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①日本が戦争の原因を作らない 攻められる理由を作らない
平和主義を貫けば、政府の行為によって戦争を始めることを阻止できる。 
日本が平和主義を遵守している限り、相手国は「自衛」の名目で日本を攻
めることはできないし、そもそも日本は脅威ではなくなり攻める必要もな
い。課題は「日米同盟の深化」が憲法にも安保条約にも反していること、
安保3文書改定で進む戦争準備の現実と高市政権の「中国敵視」政策
② 戦争に巻き込まれることを防ぐ 国際的にも戦争拒否権として機能
今年3月の日米首脳会談で、高市首相は、憲法9条の存在を理由に、ホル
ムズ海峡への自衛隊派遣の要請を断らざるを得なかった。いくら時の権力
者が戦争への加担を望もうとも、憲法9条がある限り一線を踏み越えるこ
とはできない。いくらアメリカなど他国からの強い圧力を受けようとも、
憲法9条を用いれば、戦争への加担を拒否できる。（1950年代の朝鮮戦争、
1960年代のベトナム戦争、2000年代のイラク戦争）もし、日本に憲法9
条・平和主義がなければ、日本は正義なき戦争に巻き込まれ、アジアの
国々から恨みを買い、テロの標的国となっていたかもしれない。 
（改憲問題対策法律家6団体連絡会「高市改憲を許さない」より）

9条は現実的な安全保障の切り札
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高市首相の狙う改憲
国会議員の任期延長

憲法に自衛隊を明記する
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2026年特別国会の衆議院憲法審査会の攻防（結論）

〇会長が古屋圭司氏（自民党憲法改正実現本部長）、与党筆頭幹事
に新藤義孝氏と改憲に向けた万全の布陣が敷かれた。委員50名の
内訳は、自民34、維新４、国民３（3党で82％を占める）、参政２，
みらい１、中道5、共産１
〇今特別国会の衆議院憲法審査会は、本年4月9日から7月16日まで
ほぼ毎週開催。テーマは緊急事態条項（任期延長と緊急政令、緊急
財財政措置）、改憲手続法、9条、合区解消と地方自治と多岐にわ
たる（9条に関する集中討議は2022年5月19日以来）。
〇改憲派が9割を占めると言われた衆議院憲法審査会の成り行きが
心配されたが、終わってみれば、主要な改憲派である自民、維新、
国民の3党の意見が一致したのは任期延長改憲のみ。緊急政令・緊
急財政措置、9条改憲、合区解消では足並み揃わず。
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緊急事態条項イメージ案も不発 条文起草委員会設置もならず

改憲3会派（自民維新国民）は、衆議院法制局・議会事務局に緊急事態
条項イメージ案を作らせて、小委員会（条文起草委員会）を設置して改
憲条文を作成し国会に提出することを企んだが、今国会も設置ならず。
条文起草委員会の設置は、衆議院憲法審査会として憲法改正原案の作成
を決定したと同義であり、条文起草委員会が設置されてしまえば、憲法
改正原案の国会提出（国会法102条の7）までは一直線。
立法事実もなく、最高裁判決（平成17年9月14日大法廷判決）にも反し、
民主性の基盤を欠く元国会議員と政権の居座りを許す任期延長改憲は、
国民主権を形骸化し、9条改憲の導入口となる。条文起草委員会の設置
は認めてはならない。
改憲議論が進まないのは、国民がそれを望んでいないからであり、また
、憲法審査会の議論の中で任期延長改憲の必要性がないことが明確にな
ったから。参議院も反対している。
条文起草委員会は、野党第1党が反対すれば、設置できない。中道改革
連合は数は少なくても野党第1党。中道が反対すれば条文起草委員会は
作れない！

13



改憲派の強行を阻んだ要因

自民党らは、改憲を劇的に前に進める願ってもないチャンスと考え
ていたはず。しかし、今国会で改憲派の成果は、①ひととおりの改
憲テーマについて集中討議が行われたこと、②改憲手続法について
の公選法並びの3項目改正を通したことに留まり、期待したほど前
進はしなかった。
要因１ 国会の外から改憲反対・戦争反対の声 全国に広がるペン

ライトデモ（最大の勝因）
要因２ 少数会派の意見も尊重する中山方式 みらいと参政党
要因３ 衆議院法制局等の「緊急事態条項イメージ案」の不発
要員４ 自民維新間の調整不足と他会派へのネゴシエーション不足
要員５ 参議院の健闘
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そもそも緊急事態条項とは何か

緊急事態条項とは、戦争・内乱・恐慌・大規模災害など、平時の統治機構を
もっては対処できない非常事態において、国家の存立を維持するために、国家
権力が、立憲的な憲法秩序を一時停止して非常措置をとることのできる権限
（国会緊急権）を一定の国家機関（首相、政府）に授権するもの。

自民と維新は、①任期延長、②緊急政令、③緊急財政処分の3つの緊急事態条項
を憲法に創設せよと主張している。

憲法はこのような緊急事態条項をあえて設けなかった。

【日本国憲法制定が議論された第90回帝国議会金森徳次郎国務大臣の答弁】

緊急勅令及び財政上の緊急処分は、行政当局者にとっては、国民の意思を無視
し得る制度であるから実に重宝。しかし、民主政治を徹底させて国民の権利を
十分擁護する為には、政府一存で行う緊急事態条項は認めるべきではない。緊
急事態条項の余地を残せば、言葉を非常と云ふことに藉りて、それを口実に、
民主主義・立憲主義憲法が破壊せられる虞れ絶無とは断言し難い。
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任期延長改憲についての各会派の主張（衆議院憲法審）

自民党「議員任期延長改憲については、すでに2回の論点整理を行われており、い
よいよ条文案を詰める段階に入っている」
維新の会「緊急事態条項をめぐる論点は既に出尽くしている」衆議院法制局及び
憲法審査会事務局作成の緊急事態条項イメージ案は、「この4年間、本審査会で
積み上げてきた緊急事態条項創設をめぐる議論の集大成。直ちに条文起草委員会
を設置すべき」
国民民主党、来年の自民党党大会に間に合わせるために、国会議員の任期延長改
憲（と合区問題）に限って議論して条文起草を急ぐべき」
参政党は、パンデミックが含まれている国会議員の任期延長改憲には反対
中道は、「任期延長改憲について必ずしも共通認識は得られていない」「新しい
会派や少数会派の意見を置き去りにしたまま、結論ありきで条文化に進むことは、
やはり慎重であるべき」とスタンス。法制局の緊急事態条項イメージ案に対して
も、「各会派間で合意された事項をまとめたものでもない」「かえって様々な課
題が浮き彫りになった」
チームみらいは、改憲手続法の議論が重要であると主張し、緊急事態条項につい
ては、立法事実の認識が共有されていないとして、改憲ありきの議論を牽制
共産党は、すべての改憲に反対する。



緊急事態における国会議員の任期延長改憲の正体

①国家有事・武力攻撃事態（戦争）②大規模自然災害事態③テロ・内乱④
感染症まん延事態⑤その他これらに匹敵する事態において、適正な選挙実
施が広範囲で長期間困難な場合（選挙困難事態）には、内閣の判断により、
半年又は１年（再延長の場合にはそれ以上）、国会議員の任期延長を認め
る改憲のこと。

⇒災害や戦争などの緊急事態を口実に内閣の判断により国民の選挙権をはく
奪することを可能とする改憲

憲法は戦前の反省に基づき内閣に独裁を認める緊急事態条項を設けなかった。
憲法には、参議院の緊急集会という制度があり、そもそも選挙困難事態は想定
できない（立法事実の不存在）のだから、任期延長改憲は不要。国民の選挙権
を全面的に制限する任期延長改憲は、国民主権原理に反し許されない。

改憲派は、国会議員の任期延長改憲と言わず「国会機能維持の改憲」と呼ぶ。こ
れに対して、私たちは、「いつまでも国会議員でいたい人たちの自分ファースト改
憲」、「選挙をしないで政権が居座り続けるための改憲」と呼んで批判しよう。



国会議員の任期延長改憲は戦争する国づくりのための改憲

●憲法に「武力攻撃事態（戦争）」を書き込むということ
⇒9条1項2項と矛盾。あらゆる軍事オプションを排除した日本
国憲法の「平和主義」に大きな穴があく

●内閣の判断で国民の選挙権を停止できるということ
⇒権力の居座りを許し、「国民主権」を形骸化

痛恨の歴史を繰り返してはならない
1941年2月に、衆議院議員の任期が法律により1年間延期された。選挙を
行うと、挙国一致防衛国家体制の整備を邁進しようとする決意に疑いが起
きかねないというのが延長の理由。選挙が延期され、その間に、国防保安
法が制定、治安維持法が強化されて、反戦論を完全に封じて、日本は、
1941年12月無謀な太平洋戦争に突入した。この教訓が示すとおり、緊急
の事態にあっては、むしろ民主政治を徹底し、国民の審判の機会（選挙
権）を保障することこそが必要。
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自衛隊明記の改憲案（2018年「条文イメージ（たたき台素案）」

憲法9条1項2項を維持しながら「9条の2」を創設し、

「前条の規定は、わが国の平和と独立を守り、国及び国民の安全を保つため

に必要な自衛の措置をとることを妨げず、そのための実力組織として、法律

の定めるところにより、内閣の首長たる内閣総理大臣を最高の指揮監督者と

する自衛隊を保持する。」「自衛隊の行動は、法律の定めるところにより、

国会の承認その他の統制に服する。」との条項を付加する

「妨げず」＝9条2項の無効化・空文化

「必要な自衛の措置」＝集団的自衛権を含む

「国民の安全を保つため」＝在外邦人保護を名目に海外派兵が可能となる

「内閣の首長たる内閣総理大臣を最高の指揮官」首相に統帥権！

「国会の承認その他の統制」シビリアンコントロール極めて不徹底

「法律の定めるところにより」＝憲法で自衛隊の任務や権限を縛らない。
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憲法9条に自衛隊を明記することの意味

平和主義憲法の構造が根本的に変わる
〇9条の２に明記する自衛隊は、敵国攻撃能力を持ち、集団的自衛権の行
使も可能な紛れもない軍隊＝戦力。陸海空軍その他の戦力を保持しないと
する9条2項と正面から矛盾→後法は前法に優先し、9条2項は死文化（意味
のない規定に）なる。
〇自衛隊が戦力として憲法上の地位を得る→①安保法制も②フルスペック
の集団的自衛権も③軍事法廷・徴兵制・徴用も④基地建設のための土地収
用も、これらの法案や内閣の行為が合憲になる可能性が出てくる。
「軍事の論理」「軍事秘密」が「個人の尊重」「基本的人権の保障」よりも優越す
る国へと変わる危険性。
「福祉国家」（憲法25条）の理念は軍事力増強の必要性の前に無力となる。
平和主義、基本的人権と国民主権を基本原理とする憲法の構造が根本から
崩れる。9条の持つ自由の保障機能が破損される。これまでのように市民
の自由は保障されなくなる恐れが大きい。
〇９条２項削除の９条全面改憲への地ならし
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自衛隊明記の改憲も理由付けが変わっていること注意

2018年の改憲推進本部のQAでは、「自衛隊の諸活動は、現在、多くの国民の支持
を得ているにもかかわらず、自衛隊について一部に違憲との意見があることは、
法治主義・立憲主義の観点から大きな問題があります。そこで、自衛隊を憲法に
位置づけ、「自衛隊違憲論」を解消するために、今、憲法を改正する必要がある
のです。」と説明してきた。
しかし、本年7月16日の衆議院憲法審査会の自民党の総括発言では、憲法には、
国の存立と国民の命、財産をどのようにして守るのかといった国防に関する規定
が定められておりません。（自衛隊明記の改憲により）新たな脅威や刻々と変化
する安全保障環境に応じて、自衛隊の活動と機能を相対的に常に向上して、強化し
ていくことが可能となる。憲法に国防規定や自衛隊を明確に定めることによって、
平和安全法制などの一般法と合わせた我が国の安全保障体系の整備、これが完成
し、より強力な国防体制の最適化と抑止力の強化が図られると主張。2022年12月の
安保3文書改定以降高市政権下で進む、「安全保障環境は一層厳しさを増してい
る」「日本独自に軍事力強化、抑止力・対処力の強化が必要」との説明と一致。

「（中国との）戦争に備えるため」が改憲理由と、堂々と語るようになった！



高市政権の戦争する国づくり
に私たちはどう立ち向かうか
～憲法運動の希望と課題～
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そもそも高市改憲とは何か

戦争する国づくりの総仕上げを狙う一連の策動

国民主権・基本的人権・平和主義の基本原理を空文に変える、憲法改正の
限界をも踏み越えるクーデターにも等しい所業といえる。
一体いつから？知らないうちに徐々に徐々に外堀が埋まった？
法的には、2015年9月19日強行採決による安保法制（戦争法）の制定
（2014年7月1日の集団的自衛権の一部容認の閣議決定）が大きな画期
次の大きなターニングポイントは、2022年12月16日敵地攻撃能力の保有を
認めた安保3文書改定の閣議決定
2015年の戦争法の制定は、9条1項の武力行使の要件を変更して集団的自
衛権の行使を容認したが、それだけでは実体がなく戦争はできない。2022
年の安保3文書の改定は、9条2項を無視して自衛隊を戦争のできる軍隊に
変えて、敵を攻撃する兵器を持ち、中国を仮想敵国として戦争の準備を進
めるための国家戦略を定めた。その後、この戦略に沿って戦争する国が完
成形に近づきつつある。
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安保法制と22年安保3文書改定で専守防衛は破棄
専守防衛とは、相手から武力攻撃を受けたときにはじめて防衛力を行使し、そ
の態様も自衛のための必要最小限にとどめ、また、保持する防衛力も自衛のた
めの必要最小限のものに限るなど、憲法の精神に則った受動的な防衛戦略の姿
勢をいう。専守防衛論は、1955年7月9日衆議院内閣委員会での杉原防衛庁長官
の次の発言を起源とするとされている。「わが国の今の防衛の建前といたしま
しては…あくまでわが国が受身で、侵略（武力攻撃）を受けた場合にこれを守る、
いやしくも、名目のいかんにかかわらず、外に出て行って侵略（武力攻撃）すると
いうことではないことははっきりしております」
専守防衛の神髄 ①日本の領域外で武力行使はしない②敵国を攻撃する兵器は
持たない。わが国が武力攻撃を受けたときに、これを領域外に追い払うための
必要最小限度の実力（自衛隊・装備）しか保持しない。⇔安保法制と2022年安
保3文書改定で専守防衛は完全に破棄された。
自衛権行使の３要件（１９５４年政府見解）自衛隊の海外派兵の禁止（１９５
４年参議院決議）、武器輸出３原則（１９６７年に佐藤栄作首相答弁で共産
圏・国連決議により輸出が禁止されている国・国際紛争当事国への武器輸出を
禁止、１９７６年に三木武夫首相答弁全面禁止）、非核３原則（１９６７年の佐
藤首相答弁）、集団的自衛権行使の否認（１９７２年・１９８１年政府見解）
防衛費のＧＮＰ比１％枠（１９７６年閣議決定）⇔9条による制約の解禁が進む
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高市改憲＝実質改憲・明文改憲で戦争する国の完成を狙う

〇日米軍事一体化・南西諸島日本全土の軍事拠点化・戦力としての自衛隊

〇軍産学一体化の推進

2022年12月の3文書改定5年間で43兆年の軍事費・2022年経済安保法成立・
2023年軍事産業基盤強化法（「防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のた
めの基盤の強化に関する法律」）・2025年学術会議解体法（法人化法）と研究
者を軍事研究に動員する政策、大学2026年4月殺傷兵器の輸出解禁
〇国民監視・治安立法の整備

2013年秘密保護法・2017年共謀罪法・2021年デジタル監視法、重要土地規正
法・2024年経済秘密保護法・2025年能動的サイバー防御法・2026年6月「国家
情報会議設置法」成立・2027年通常国会でスパイ防止法関連法・日本版CIA設
置法案上程へ（有識者会議が9月に始動）重要土地規正法改正か？
〇国民統合 2026年7月 国旗損壊罪 皇室典範改正

〇2026年12月 安保3文書改定

新しい戦い方・超軍拡・原潜保有,非核3原則見直し・国家総動員体制の構築⇔
日本もウクライナのように国民総動員で長期で戦える国がテーマ
〇仕上げの明文改憲（憲法9条・緊急事態条項）
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高市改憲に如何に対抗するか 憲法からのいくつかの視点

①世界情勢の変化に全く対応しないタコつぼ化日本からの脱却（後述）

高市国連演説 「旧敵国条項の削除要求」、ICC制裁非難の表明はなし！対して、米中首脳会
談 我々はファシズム国家と戦った同盟国 アメリカ一極の安全保障政策の破綻が露わに。ア
セアン諸国の世論調査では、アメリカより中国に対する親近感が上回わる。世界は、中国とう
まくやることを考えて外交を展開。中国の国力（経済、技術力）は、今やアメリカも無視でき
ず共存を模索。台湾問題は位置づけが低下。トランプ「台湾」には全く関心がない。高市首相
だけ（日本だけ）が勇ましく中国と敵対し、台湾有事を煽り続けている。
②手取りを増やせ＝減税ではない 減税ではなく分配！まず賃金をあげろでしょ！

内部留保を分配せよ！非正規やめろ！労働時間規制の厳守！など労働組合の再生奮起を

③まず、市民の健康で文化的な生活を保障せよ！（後述）

④税金の取り方（不公平税制の抜本改革）と使い方改革租税と予算を憲法のもとに！財
政民主主義・財政国会中心主義（憲法83条以下）戦争で儲ける国やめる 軍事と経済の切断を

⑤「公共」再生！新自由主義でグローバル資本に切り売りされた市民の共通資源（水、土地、
種、自然、医療、農業、漁業と食の安全etc）を取り戻す！「全体の奉仕者」公務員の復活（非
正規アルバイト公務員制の廃止・労働条件の大幅アップ）地方自治体に権限と予算配分を！

26



軍拡よりまず暮らしと命でしょ！
軍事費よりも社会保障費・生活費・学費・公共インフラ整備

安倍政権の2013年～2018年で軍事費予算は急増（4兆8千億から5兆6千億超）
他方、社会保障は4兆3000億削減されてきた。2022年12月16日の改定安保3
文書では、防衛費5年で43兆円GDP比2％。
2026年度予算では軍事費が9兆円を超えた。26年度の名目GＤＰ約692兆円
3.5％だと24.2兆円（予算全体の2割）５％なら34.6兆円（予算全体の28％）
兵器ローン総額（新規＋規定）26年度17兆９524億円「同盟強靭化予算（旧
おもいやり予算）等在日米軍経費は年8000億円以上米国へのみかじめ料か？

●F35戦闘機147機購入（1基１16億円で1.7兆円）で待機児童88万6000人分
の保育の受け皿が可能（1.4兆円）
●大学授業料無償化1・8兆円、 児童手当高校までの延長（1兆円）、小中学
校の給食費無償化（4386億円）、年金受給者全員に年間12万円追加（4兆
8612億円）、公的保険医療の自己負担分をゼロに（5兆1837億円）



憲法25条1項「健康で文化的な最低限度の生活」
憲法25条「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」
(1項）「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向
上及び増進に努めなければならない。」（2項）

25条1項の起草者森戸辰男、鈴木義男は、25条1項を「人間に値する生
活」の保障「贅沢ではないが通常の文明の恩沢を享受し、芸術、社交、
読書、修養といった人格価値を高められるような文化を享受する生活の
保障」と説明
すべての者に人間に値する生活を保障するのは国家の責務である。
2013年第2次安倍政権は、社会保障の原則は自助。国の役割は国民の自
助・自立のための環境整備にある、よりよい給付を受けたければより負
担せよと憲法25条を解釈改憲。日本の貧困状況は「先進諸国」の中でも
最低のレベル。絶対的貧困状態にある人が増加
現在は大軍拡が社会保障を押しつぶす構造 憲法9条と25条が同時に攻
撃されている。福祉国家から軍事国家への転換の岐路にある。
いまこそ、市民が、軍拡より命と暮らしを保障せよと声を上げる！
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社会権の保障（25条26条28条）と個人の尊重（13条）は
主権者を真に主権者たらしめるための基本権＝民主制の基盤

日本の貧困問題は、日本の民度を左右する

日本の貧困問題は、単に生活保護や年金の額が低額するすぎるという問題にとどま
らない。欧州先進諸国のように、文化面を含む総合的な社会資本（社会的共同手
段）が無料または低額で豊富に提供（現物給付）されていれば、貧困に陥ること自
体を防げるし、経済的弱者も文化に親しみ、社会・政治活動に平等に参画できる環
境を作ることができる。例えば、
①無料ないし安価で快適な住居の提供
②水・電気・ガスなど生存に不可欠の公共インフラの無料ないし安価な提供
③誰もがどこにいても無料ないし安価で医療や介護受けることのできる医療・介護
の供給体制の再建（国民皆保険制度を取り戻す）
④便利な公共交通機関・安価又は無料の交通システムの整備 地方にいても、高齢
でも、生活に必要な施設や文化教養施設にアクセス可能な交通システムの確立
⑤保育・教育費の完全無償化！保育料、義務教育高校授業料、高等教育大学授業料
の無償化
⑥文化・芸術・教養施設の充実ほか公共サービスの無償化（低額化）

29



敵から攻撃を受ける危険があるのに座して自滅を待つのか。日本
も9条を変えて軍隊を持ち軍事力を強化すべきとの言説に対抗する

●本当に「敵」から攻撃を受ける危険があるのか、その危険を高めている原因は
何か。その危険を除去するにはどうしたらよいかという冷静な議論こそ必要。
ex.2025年11月7日高市発言・「中国脅威論」の真正を見極める。

●なぜ、命も生活も犠牲にして、日本が中国と戦争をしなければならないのか冷
静に考えよう。誰のために何のために堪えがたい犠牲を払うのか。中国が日本を
侵略する現実的な危険はない。中国が台湾を武力侵攻する確率は極めて低い。台
湾もいますぐに独立を望んでいない。

●武力で中国を抑止できると本当に思っているのか。アメリカは助けてはくれな
い。アメリカは中国と戦争する気はない。代理戦争（アジア人同士で血を流させ
て中国を消耗させる。日本の安全など考えていない）「日米同盟は磐石」は寝言

●政府は戦争が始まった後のことを説明しない。ウクライナのように年単位の継
戦能力とほざいている。仮に先に日本がミサイルを発射すれば相手国も日本の米
軍・自衛隊基地に向けて一斉に反撃を開始する。基地のほかに原子力発電所が約
60箇所もある。原発が破壊されれば、日本全土にわたる壊滅的な被害が発生する。
ミサイルの前に、経済制裁・経済封鎖で餓死の危険（日本の食料自給率）

●軍事力をいくら増強しても周辺諸国の緊張を高めるだけで、日本は安全にはな
らない。そもそも軍事費増強の余裕があるのか。戦争する前に財政破綻で日本は
終わるのではないか。
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軍事力に頼る抑止力論の幻想 完全に破綻している

こちらの武力が十分に強大なら相手は攻撃してこないの幻想
そもそも日本が中国を威嚇できるのか。GDPは日本の4倍以上。防衛費は
日本が約9兆円中国は約43兆円、自衛隊員22万人中国軍204万人、保有ミサ
イル等戦力の差は言うに及ばず。中国は核保有国でもある。アメリカは中
国と戦争をする気はない。日本はアメリカに利用されて日本全土を戦場に
中国と戦うはめに。（アジア人同士で血を流させるアメリカ戦略は不変）
日本が専守防衛を捨てて軍拡に走ることで安心を得られているのか？現実に
は、中国との堪えがたい摩擦を生み、一層険悪で危険な状況に。日本の軍
拡政策、日米同盟政策が東アジアの平和を損なう原因となっていることを
直視すべき。このまま続けても事態は一層悪化するだけ。戦端を開きかね
ない。中国は日本の軍拡によってはけして抑止されない現実を直視せよ。
軍拡競争は際限がない。通常兵器や核兵器の近代化、無人兵器、AI兵器開
発競争、サイバー攻撃、宇宙開発…際限のない軍拡競争＝際限のない「脅
威」の拡大再生産にほかならない。核戦争をおびき寄せることにもなる。
軍事力に頼る抑止力論では、永遠に平和・安全は得られない。
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戦争ができる国になれば日本は安全になるのか

世界最強の軍事大国アメリカは、世界一平和で安全なのか？
世界平和度指数（GPI）は、国際シンクタンクの経済平和研究所が発表す
る国・地域ごとの平和度を数値化した指標 平和度指数の評価は、大き
く「社会の安全と治安」「継続中の国内および国際的な紛争」「軍事化
」の3領域
2025年版の世界平和指数（Global Peace Index：GPI）
アメリカの平和度は世界で163か国中128番目 日本は12位（2014年から軍
事化の指標で順位を下げている。2012年は5位）アメリカは来年さらに大
きく順位をさげるだろう。
1位アイスランド、2位アイルランド、3位ニュージーランド、4位オースト
リア、5位スイス。中国は98位、北朝鮮149位、イスラエルは155位、南
スーダン156位、シリア157位、ウクライナ162位、ロシアが最下位の163
位
軍隊を持たない国は侵略されるのか？世界には軍隊を持たない国が26か国
ある。これらの国は侵略されているか？軍隊は持たず、それぞれ「攻め
られない国」になるための当たり前の外交努力をしている。
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アメリカの現実と日本 恐怖や不安が呼び起こす「自衛」概念の拡張

恐怖や不安が呼び起こす極度の自己中心主義が、軍事に対する批判力抵抗力を麻
痺させて軍事力に対する過度の期待へと熱狂を生む。それが脅迫観念にまで成長
し「危険のもとを根本的に絶つ」 となり、予防的・先制攻撃の誘惑「やられる
前にやってしまえ」を生む。自衛概念は際限なく拡張していく（水島朝穂「日本
国憲法9条と敵基地攻撃能力」成文堂」「人民を暴民に変えるのは恐怖の存在と
その操作である。」（ノイマン）

アフガン・イラク戦争以降泥沼化するアメリカの「テロとのたたかい」、2026年
のイラン戦争により中東の人々の恨みはさらに深く長く続く。アメリカは武力で
威嚇し、武力を行使するという自らの行為により恨みを買い続ける。自らが作り
出した恨みに怯え、更なる軍事行動を繰り返す。世界最強の軍事力を持っていて
も、脅威はいつまでもなくならない。（地平2026年5月号木村草太「立憲主義と
恐怖の統制」）今やアメリカは自国だけで賄えなくなり、同盟国・同志国に戦争
の肩代りを求めるようになった。高市政権は尻尾を振ってアメリカの戦争を引き
受けようとしている。のみならずイスラエルのようにアメリカを戦争に引き入れ
ようとすらしているように見える。
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市民ができること 孤立と分断を跳ね返しほんの少しの勇気をもって
人と繋がること（対話）からはじめよう 黙らない諦めない

憲法21条1項 表現の自由「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、
これを保障する。」

表現の自由は、言論表現活動（知る権利を含む）によって、国民（主権者）が政治
的意思決定に関与するという民主制の基盤を支える基本的人権。

私たちは、「政治向き」の話をすると嫌われる、子供に「政治的」な
ことを教えてはいけないと思わされていないか（権力の思う壺）。特に
1990年以降、新自由主義が「正義」となり、自己責任・勝ち組負け組・
孤立と分断が進み、「今だけ金だけ自分だけ」が賢い生き方とされ、対
話や連帯は古臭くて役に立たないとの認識が広がっていないだろうか。
「私たちは対話のない社会の弊害のなかで生きていて、その極限が戦争
である」（杉並区長岸本聡子）署名運動の関係で言えば、署名は対話。
街頭で署名を訴える、戸別訪問で署名の協力を求めることは、一人一人
の政治的表現行為であり個人の幸福追求権の行使であると同時に、他者
に対し対話を求める民主主義の実践。孤立と分断を跳ね返し、人とつな
がること、対話をすることからはじめよう。
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今こそ、憲法の非暴力平和主義の実践を日本政府に求める

日本が、今やるべきことは、イスラエルによるパレスチア人民に対する
ジェノサイドや、イスラエルとアメリカの始めたイラン戦争をただちに
やめさせて平和の構築と復興に力を尽くすこと。
アジアでは、中国、韓国、北朝鮮、東南アジア諸国らと平和のための信
頼関係を築いて、東アジアで絶対に戦争をさせないための地域枠組みを
作ること。そのためにも、日本が過去の植民地支配と侵略戦争の過ちを
認め、客観的な歴史事実認識をアジア諸国と共有することが不可欠。
重要なのは、反省と謝罪が口先だけでないことを示す行動。歴史修正主
義は許さない、敵国攻撃兵器は持たない、武器輸出も解禁しない、中国
との戦争を想定した軍事演習もやめる。アメリカと中国の戦争に日本は
加担しないなど。中国とは、日中両国は、「すべての紛争を平和的手段
により解決し、武力又は武力による威嚇に訴えない」、「アジア・太平
洋地域において派遣を求めるべきではなく、このような覇権を確立しよ
うとする他のいかなる国あるいは国の集団にも反対する」とした日中共
同声明や日中平和友好条約の地平に立ち返り、真摯な協議を開始するこ
とが必要。
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市民が路上から声を上げて政治を変えるしかない

武力による平和ではなく「攻められない国」になるために隣国との
信頼関係を作る。戦争や構造的暴力をなくすために非軍事の貢献をし
て「国際社会の信頼」を得ることによりこの国の平和と安全を守って
いく。憲法の非暴力平和主義の実践を今こそ日本政府に求める。
わたしたちは戦争も戦争のための改憲も望まない。現在国会内、特に衆
議院では改憲派が9割以上を占めると言われているが、好き勝手はさせ
ない。決めるのは私たち。
改憲反対の声が大きくなれば、改憲派は発議できない。2016年以

降、市民と労組と立憲野党の共闘で発議を止めてきた。
今、国会内で私たちの代表は極少数。だから、市民が路上から声をあげ

て、国会を変えるしかない。そして次の選挙 全国の市民連合出番です！
世界中に広がる反戦平和の声、アメリカやロシアから脅されても毅

然と頑張るICC（赤根所長）に連帯し、全国に広がる「戦争反対」「改
憲反対」のペンライトデモに私たちも呼応し、9条の会などが呼びかけ
る署名運動にも参加して、一人スタンディングでも、あらゆる場所で
あらゆる方法で、主権者としての意思を示そう。
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